
0栄 養 士 8 22 30 6 6 0 2 2

市内 市外 計

8 22 30

２次合格者
市内 市外 計 市内 市外 計 市内 市外 計

　第1次試験(教養試験):平成27年1月18日
　第2次試験（面接・作文・体力検査・適性検査）：平成27年2月8日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

区分
申込者 受験者

3 0 2 23

１次合格者

1

土 木 Ｂ 1 6 7 1 4 0 3

2 0 2 2 0 1土 木 Ａ 1 3 4 0 2

20 38 1257 113 18 11 23

区分

2 2

合 計 65 86 151 56

6 14 1 2 3 0

1

0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 0 2 2 0 2

10 7 17

35 35 70

10 11 21

8

計

0 0 0

11 13 24

3 1 4

２次合格者
市内 計

39 56

市外市内
申込者 受験者 １次合格者

95 12 11 23

3 2 5

6 159

2 0 2

1 0

建 築 Ｂ

保 育 士

一 般 事 務 Ａ

一 般 事 務 Ｂ

建 築 Ａ

市外 計

平成２７年度　人事行政の運営等の状況の公表

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）採用状況（平成27年4月1日採用）
　第1次試験(教養試験・専門試験・集団面接):平成26年9月21日
　第2次試験（面接・作文・体力検査・適性検査）：平成26年11月2日、3日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

市外 計 市内 市外 市内



【採用者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

　（平成26年4月1日～平成27年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

保 育 士 0 0 0 2

土 木 Ｂ 0 2 0 0

土 木 Ａ 0 1 0 0

建 築 Ａ 0 0 0 0

一 般 事 務 Ｂ 1 0 0 0

男 女

（２）退職等の状況

2

合 計 9 7 1 5

栄 養 士 0 0 0 2

0

定年 勧奨 普通 分限 懲戒

建 築 Ｂ 0 0 0

死亡 失職 その他 計

16

0

0 0

0

男 12 1 1 0 0

一 般 事 務 Ａ 8 4 1 1

区分
市内 市外 市内 市外

女 1 3 2 0

0

0 6

計 13 4 3 0 0 0 2 22

0



（３）部門別職員数の状況と主な増減理由

単位：人

教 育

小 計

普 通 会 計 計

公営企業等
会計部門

総 合 計

水 道

下 水 道

そ の 他

小 計

21

15

特別行政
部　　　門

67

67

5

0

308 303 306 1

欠員補充（１）

再任用短時間職員配置（△１）、業務減（△１）0 2 △ 2

23

11

1

0

0

0

欠員補充（１）他市への派遣者増（２）、再任用短時間
職員任期満了（１）

退職者不補充（△１）

0

0

4

0 0

△ 1

0 4

0 0

1

0 0

△ 1

増員数 減員数

0 0

1

15 15 0 0 0

△ 242 40

1 △ 1

28 28 0 0 0

77 77 78 1 0

平成２７年度の職員増減理由対前年増減数職員数

平 25 平 26 平 27 主な増減理由平 26 平 27 差引

19

55

375

89

28

11

15

1

5

67 64 7 0 △ 3 0 3

7 0 △ 3

△ 2

△ 5

1 0

0 0

0 3 △ 3

0 0

△ 3

67

△ 16

21 21 1 0 0

36 2

1

37

0

0 0

15 15 △ 2 0 0

11

18 19 0 △ 1 1

8 △ 5 0

3

平 25

7

一般行政
部　　　門

39

41

労 働

農 林 水 産

商 工

土 木

小 計

154 55

税 務

民 生

衛 生

370 370

64

10

△ 2

4

△ 1

0 0

1 △ 1

退職者不補充（△１）、法令等の改廃（△１）、他市か
らの派遣者配置（△１）

欠員補充（１）

5 7430 △ 6

1 0

424 425 7

△ 1

7 7

86

区 分

部 門

0 0

90 △ 4

議 会

総 務

1

0

△ 3

0 1

0

0

1

△ 1



（４）年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）

※教育長を除く

合計

425

56歳～
59歳

60歳
以上

44 25 1

区分
20歳
未満

20歳～
23歳

24歳～
27歳

28歳～
31歳

32歳～
35歳

36歳～
39歳

40歳～
43歳

44歳～
47歳

48歳～
51歳

52歳～
55歳

職員数 3 15 45 31 33 60 70 60 38

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20歳未満 20歳～23歳 24歳～27歳 28歳～31歳 32歳～35歳 36歳～39歳 40歳～43歳 44歳～47歳 48歳～51歳 52歳～55歳 56歳～59歳 60歳以上 

(%) 

職員数 構成比 

３年前の構成比 



（５）地位別職員数の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

※教育長を除く

6 0

区分

平成26年度

うち
女性職員数

平成27年度

職員数増減

△ 6

6

△ 3

部長級

次長級

職員数
うち
女性職員数

職員数

5

9 △ 2

△ 1

1

56 12

4

7137301139

159

0

1 7 1

4

55

11

34

50

22

160 425計

その他
の職員

課長級

課長補佐級

係長級

28

424

294

37



（１）勤務時間

　　一般の職員

　　特別の勤務に従事する職員：保育所の職員

（２）年次有給休暇の取得状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成26年1月1日～平成26年12月31日）

※全対象職員数とは、平成26年1月1日～平成26年12月31日の全期間を在職した職員に限り、当該期間の中途に採用された者及び退職した者並びに

当該期間中に育児休業、休職の事由がある職員並びに派遣職員を除く。

（３）時間外勤務等の状況　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年度（平成26年4月～平成27年3月）

平均取得日数(b)/(c)

9.0日

総取得日数(b)

3,727.2日

消化率(b)/(a)

23.6%

２　職員の勤務時間その他勤務条件の状況

３８時間４５分 ７時間４５分 ８時３０分 １７時１５分 １２時～１３時

１週間の正規勤務時間 １日の正規勤務時間 開始時間 終了時間

総付与時間(a)

15,766.5日

７時間４５分

７時００分

８時００分

８時３０分

９時００分

全対象職員数(c)

412人

対象職員数（人）

321人

時間外勤務等時間数（時間）

46,825

１９時００分

平均時間外勤務時間数（時間）

145.9

１週間の正規勤務時間

３８時間４５分

１日の正規勤務時間 終了時間

１５時４５分

１６時４５分

休憩時間

１７時１５分

１７時４５分

１８時００分

開始時間

９時１５分

１０時１５分

休憩時間

　勤務時間の中途に
　１時間



（４）休暇等の概要

　年次休暇、病気の場合の休暇等の状況

1年に5日を超えない範囲

1日2回、それぞれ30分

職員の配偶者、父母、子等が疾病又は老齢により日常生活に支障
がある者を介護する場合

健康診断の結果結核性疾患として、要休養、要療養と診断された場合

公務災害以外の負傷及び病気の場合

生理休暇

ボランティア休暇

慶弔休暇

産前産後休暇

7日を超えない範囲で必要と認める期間

1回につき必要と認められる時間
・妊娠6月末まで　　 4週間に1回
・妊娠7月～9月末　 2週間に1回
・妊娠10月～分娩　　1週間に1回
・産後1年まで　　　 1年に1回

産前8週間（多胎妊娠の場合14週間）
産後8週間

忌引　　　　続柄により1日～10日
父母の祭日　1日
婚姻　　　　7日

その都度必要と認める期間（2日を超えない範囲）

休暇等の種類

育児休暇

出産補助休暇

病気休暇

産前及び産後通院休暇

・勤続1年未満の者　　　　　6月以内
・勤続1年以上5年未満の者　1年以内
・勤続5年以上の者　　　　　1年6月以内

連続する6月の期間内

年次休暇

休暇等の期間

1年につき20日

介護休暇

90日（特定疾病の場合は180日）を超えない範囲

結核性疾患休暇

摘　　　　　要

妊娠障害休暇

妊娠中又は産後1年以内の女子職員が保健指導又は健康診査を受け
る場合

親族等の死亡

職員の結婚

自発的に報酬を受けないで社会貢献活動を行う場合

生理日において勤務することが著しく困難な場合

職員の配偶者が出産する場合

生後満1年に達していない子を育てている場合

妊娠中の女子職員がつわりのため勤務することが困難な場合

3日を超えない範囲で必要と認める期間



育児休業 子が生後3年に達する日までの間で承認があった期間 職員が3歳に満たない子を養育する場合

その他の特別休暇
その都度、必要と認められる期間
ただし、住居滅失は1週間を超えない範囲

・感染症等予防のため法により交通制限・遮断等があった場合
・非常災害等による交通遮断の場合
・天災地変による住居滅失等の場合
・交通機関の事故等の場合
・裁判員、証人、鑑定人等として国会、裁判所等へ出頭する場合
・選挙権等公民権行使の場合

永年勤続休暇 1年に5日間 職員が鳥栖市表彰条例の規定により表彰を受けた場合

骨髄移植のための休暇 必要な検査、入院等に要する期間の範囲内 職員が骨髄移植の骨髄液を提供する場合

休暇等の種類 休暇等の期間 摘　　　　　要

短期介護休暇
1年に5日を超えない範囲
（2人以上の場合は１０日を超えない範囲）

負傷、疾病又は高齢により2週間以上にわたり日常生活を営む
のに支障がある者の介護その他の世話を行う場合

中学校就学前の子を養育する職員がその子の看護を行う場合子の看護休暇
1年に5日を超えない範囲
（2人以上の場合は１０日を超えない範囲）

男性職員による育児の
ための休暇

職員の妻が出産する場合で産前産後の期間において５日
を超えない範囲

出産に係る子又は小学校就学前の子を養育する場合

夏季休暇 ７月１日から９月30日までの間に３日を超えない範囲 職員の心身の健康維持及び増進又は家庭生活の充実を図る場合



（５）職員の分限及び懲戒処分の状況

　（分限処分の状況）

○   分限処分とは、職員が一定の事由によってその職責を果たし得ない場合に、公務の遂行を確保するためになされる職員の意に反する不利益な身分

上の変動を伴う処分をいいます。

（懲戒処分の状況）

懲戒処分とは、職員が一定の義務違反に対する責任を追及し、その制裁として行う処分をいいます。

00000法令に違反した場合

合　　　　計 0 0 0 0 0

全体の奉仕者たるにふさわしくな
い非行のあった場合

0 0 0 0 0

職務上の義務に違反し、又は職務
を怠った場合

0 0 0 0 0

(平成26年度）

戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

(平成26年度）

条例で定める事由による場合 0 0 0

合　　　計 0 0 8 0 8

刑事事件に関し起訴された場合 0 0

職制、定数の改廃、予算の減尐に
よる廃職、過員を生じた場合

0 0 0

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0

心身の故障の場合 0 0 8 8

勤務実績が良くない場合 0 0 0

合　計降　任 免　職 休　職 降　給



（６）職員の服務の状況

○   職務専念義務

　　　　職員は、地方公務員法第35条に基づき、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力の全てをその

職責遂行のために用い、職務のみに従事しなければならないとされています。

　ただし、条例に定める事由に該当する場合は、あらかじめ承認を得ることで、職務に専念する義務を免除されます。

（条例に定める事由）

・  研修を受ける場合

・  厚生に関する計画の実施に参加する場合

・  専ら職員団体の業務に従事する場合

・  その他任命権者が定める場合

○   営利企業等への従事制限

　　　職員は、地方公務員法第38条の規定により任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業等の役員等を兼ねることや自ら営利

　　企業を営むこと、そのほか報酬を得ていかなる事業又は事務にも従事することはできません。

　　　　　営利企業等従事許可の状況（平成26年度）　0件



３　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（１）研修の状況
①職員研修の実施状況

　　職員一人ひとりの個性を活かし、長所を伸ばしながら、能力を十分発揮できるための研修が必要であり、そのために階層別研修、能力開発

   研修など職員研修を実施しました。 （平成26年度）

コンプライアンス研修主 任 ：

名 12/18

8 名 10/23基山町職員研修

： 1 名 9/29～10/3

効率的な仕事の進め方の
体験演習等

仕事の進め方研修 主 任 ： 2

適切な橋梁保全実施のため
の研修

国の仕事、公務に対する姿
勢、仕事への取組み方

副市長による職員研修 主 事 等 ：172 名 ―

全国地域リーダー
養成塾

主 事 ： 1 名 ―
積極的・主体的に行動でき
る地域リーダーの養成研修

人権・同和研修 主 事 等 ：294 名

地域社会の活性化に資する
ための知識及び諸情報の習
得

市町村行政講演会 課 長 等 ： 22 名 10/7

課 長 等 ：102 名 11/7
評定のルール・考え方等の
習得研修

主 事 等 ： 27 名 2/17 法制執務能力の向上研修

6/25～6/27
超高齢化社会にむけてのま
ちづくり

管理者研修 課 長 ： 2 名 5/20～5/21
管理者に必要な管理能力及び
マネジメント能力の向上研修

法制執務研修

6/24～7/4
固定資産税課税事務（土
地）

公会計研修 主 事 ： 1 名 7/23
公会計の基本、財務諸表の
知識習得研修

国際文化アカデミー

名 1/27～1/28
組織マネジメントの理解向
上研修

新任係長研修 係 長 ： 2 名 1/29～1/30
コミュニケーション術とグ
ループ活性化の方法を習得

5/12～5/13
上級監督者に必要な管理監督
能力の向上研修

リーダーシップ研
修

主 査 ： 13

主 査

主 事

主 事

主 任

係 長

主 査

主 事

主 事

：

：

：

：

：

：

：

：

：

人権・同和に関する研修―

1

1

1

1

1

8

1

1

名

名

名

名

名

名

1

1

主 事

主 事 等

13

11

13：

：

：

主 任

主 事

名

名

名

プレゼンテーション
研修

主 事

： 3

国際文化アカデミー

：

主 事

主 任 等

主 事 等

10

14

13：

9/24～9/26

名

名

7/28

国際文化アカデミー

名

点検エキスパート
研修

主 査

：主 査

名

：

：

2

名

5

：

名

研修名

監督者研修

上級監督者研修 課長補佐 ： 2 名

研修内容

監督者に必要な管理監督能力
の向上研修

固定資産税課税事務（家
屋）

対象者・人員 研修内容 対象者・人員

10/28～10/29

研修名

市町村アカデミー係 長

実施時期

5/20～5/21

監督者研修 11/4～11/5
監督者に必要な管理監督能力
の向上研修

市町村アカデミー 9/2～9/12

実施時期

名2

市町村民税課税事務

市町職員第１部研
修

6/17～6/18
7/1～7/2

地域リーダーとしての意識及び外部
マネージメント能力の習得

市町村アカデミー 10/14～10/24 市町村民税課税事務

係 長

主 事 名

多文化共生の地域づくり

市町職員第２部研
修

11/10～11/11
職員として必要な知識・技能
を習得、職務遂行能力向上

国際文化アカデミー 10/14～10/24 法務の応用と実践

国際文化アカデミー 8/25～8/29名

農林水産業の六次産業化を
考える

説明能力及び課題解決能力
の向上研修

新規採用職員研修 5/8～5/9
接遇や仕事の進め方、市役所
の業務に関する理解向上研修

自治大学研修 10/7～12/18
政策形成、行政管理能力の
習得研修

名

名
6か月間の振り返りと仕事
の質の向上

接遇マナー研修 8/8
接遇マナー・クレーム対応
能力の向上研修

人事評価研修

政策形成研修 9/18～9/19 政策形成の手法等検収

新規採用職員研修 4/2～4/3
接遇や仕事の進め方、市役所
の業務に関する理解向上研修

新規採用職員フォ
ローアップ研修

10/2

プレゼンテーショ
ン研修

6/25
説明能力・プレゼンテー
ション能力の向上研修

：



②研修に関する基本方針策定状況
　　　◎『鳥栖市人材育成基本方針』を平成17年度に策定。

（２）勤務成績の評定の状況
　　　◎勤務評定の概要

　　　　・  評定の実施項目　　＝実績、態度及び職務能力

　　　　・  評定の時期及び回数＝毎年1回、1月に実施。
　　　　・  評定の対象職員、数＝全職員、401人

　　　　・  評定の活用方法　　＝職員の指導育成の指針及び人事管理基礎資料

効率的な仕事の進め方の
体験演習等

7/14～7/15
管理職の役割と責務、人材
育成・職場マネジメント研
修

主 任 ： 2 名

名172：全 職 員

4/18

仕事の進め方研修

新任課長研修 課 長 ：

社会福祉法人
監査事務研修

係 長 等 ： 2
財務諸表の読み方及び経営
分析等の知識の習得

実施時期 研修内容

普通救命講習Ⅰ 全 職 員 ： 43 名

研修内容

10/17，1/16
ＡＥＤ、心肺蘇生法、止血
法等の講習

実施時期

プレゼンテーショ
ン研修

安全運転講話研修

研修名 対象者・人員

全 職 員 ：188 名 11/11

3 名

12/18

研修名 対象者・人員

5/22 安全運転講話研修

名

出納事務研修 2/12

運転者講習会
（下期）

運転者講習会
（上期）

メンタルヘルスに対する基
礎的知識の向上

メンタルヘルス研
修

主 事 等 ： 27 名 3/12

5

38：主 事 等

：

名

名

名課長補佐

千葉県柏市、成田市、東京
都千代田区、稲城市等の視
察

4先進地行政視察研修 主 査 ：

出納事務全般

10/27～10/29

1/22
説明能力・プレゼンテー
ション能力の向上研修



４　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）福祉の状況

○  職員の安全衛生について

・職員の快適な職場環境の実現を通じて職員の安全と健康を確保するため、労働安全衛生法及び鳥栖市職員安全衛生管理規則に基づき、総括安全

衛生管理者、安全衛生管理者、衛生管理者、安全衛生推進者、衛生推進者、産業医及び作業主任者を配置し、職員の安全衛生と職場環境の整備に

努めています。

○  職員の健康管理

・職員の健康管理及び疾病等の早期発見、治療のため、定期健康診断や成人病検診（生活習慣病検診）を実施しています。

　　　 （平成26年度）

○  その他の福利厚生

・地方公務員法第42条及び鳥栖市職員互助会設置条例等に基づき、職員の福利増進により公務能率の向上を図るため、鳥栖市職員互助会が実施する

福利厚生事業に対して助成しています。

・鳥栖市職員互助会に対する平成26年度負担金　　3,578,948円

・主な事業　　　　　　　　　　　　　人間ドック受診助成事業、各種給付金事業

　　

（２）利益の保護の状況

○  職員の権利を保護するための制度として、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた職員は、不服申し立て制度により、鳥栖市が公平委員会

の事務の委託をしている佐賀県人事委員会に対して、行政不服審査法に基づく不服申し立てをすることができます。

1      勤務条件に関する措置の要求の状況（平成26年度）

　　　　　該当なし

2      不利益処分に関する不服申し立ての状況（平成26年度）

　　　　　該当なし

検診種類 受診者数 受診率 有所見率

定期健康診断 333 89.5% 92.8%

― ―

結核健康診断 307 82.5% 3.6%

胃検診 70 ― ―

ＶＤＴ健診 198 ― ―

人間ドック等 50 ― ―

婦人検診 16



５ 職員の給与の状況

（１）人件費の状況

（注）　人件費には、特別職に支給される給料・報酬を含みます。

（２）職員給与費の状況

（注）　職員手当には退職手当を含みません。給与費は当初予算に計上された額です。

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況

円 円 歳 円 円 歳

円 円 歳 円 円 歳

（注）　国の平均給与月額に通勤手当、時間外勤務手当、特殊勤務手当を含んでおらず、比較するため、鳥栖市の平均給与月額にも、

通勤手当、時間外勤務手当、特殊勤務手当を含んでおりません。

（４）職員の初任給の状況

円 円

円 円

（平成26年度普通会計決算）

住民基本台帳 歳　　出　　額 実　質　収　支 人　　件　　費 人件費率 25年度の

（Ｈ２７．３．３１） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ） 人件費率

72,032 人 24,589,209 千円 576,551 千円 3,476,522 千円 14.1 ％ 13.7 ％

（平成27年度普通会計当初予算）

職員数 給　　　　　　与　　　　　　費 １人当たり給与費

（Ａ） 給　　　　　料 職　員　手　当 期末勤勉手当 計　（Ｂ） （Ｂ／Ａ）

398 人 1,469,197 千円 233,705 千円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

558,552 千円 2,261,454 千円 5,682 千円

346,760 40.8 345,406 364,469

（平成27年4月1日現在）

区　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

平均給料月額 平均給与月額

51.4

国 334,283 408,996 43.5 289,141 328,318 50.2

鳥　栖　市 322,870

（平成27年4月1日現在）

区　　　　分
鳥　　　栖　　　市 国

決定初任給 決定初任給

一般行政職
大　学　卒 177,400 174,200

高　校　卒 144,700 142,100



（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

（６）一般行政職の級別職員数の状況

人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

（注）　鳥栖市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

（７）職員手当の状況

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

（平成27年4月1日現在）

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一般行政職
大　学　卒 252,300 294,300 343,100

高　校　卒 217,900 274,500 311,000

技能労務職
大　学　卒 224,100 281,900 316,100

高　校　卒 211,500 252,300 296,500

（平成27年4月1日現在）

区    分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

計標準的な
職務内容

主　　事 主　　　事
係　　長
主　　査
主　　任

課長補佐
係　　長
主　　査

課　　長
課長補佐
主　　幹

次　　長
課　　長

部　　長

職  員  数 35 25 39 129 15 30 7 280

構  成  比 12.5 8.9 13.9 46.1 5.4 10.7 2.5 100.0

区　　　　　　分 鳥　　　栖　　　市 国

（期末手当） （勤勉手当） （期末手当） （勤勉手当）

期末手当 ６ 月 期 1.225 月分 0.750 月分 1.225 月分 0.750 月分

勤勉手当 １ ２ 月 期 1.375 月分 0.750 月分 1.375 月分 0.750 月分

(平成27年度) 計 2.60 月分 1.50 月分 2.60 月分 1.50 月分

職制上の段階、
職務の級等によ
る 加 算 措 置

有 有

退職手当
(平成27年4月1

日現在)

（自己都合） （勧奨・定年） （自己都合） （勧奨・定年）

勤 続 ２ ０ 年 20.445 月分 25.55625 月分 20.445 月分 25.55625 月分

勤 続 ２ ５ 年 29.145 月分 34.5825 月分 29.145 月分 34.5825 月分

勤 続 ３ ５ 年 41.325 月分 49.59 月分 41.325 月分 49.59 月分

最 高 限 度 額 49.59 月分 49.59 月分 49.59 月分 49.59 月分

そ の 他 の
加 算 措 置

定年前早期退職者特別措置 定年前早期退職者特別措置

（２％～20％加算） （３％～45％加算）

１ 人 当 た り
平 均 支 給 額

20,463千円 －



％

円

千円

千円

千円

千円

（８）特別職の報酬等の状況

円

円

円

円

円

6 月分

12 月分

区　　　　　　　　　　分 全　　　　職　　　　種

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合 20.88

特殊勤務手当
支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 31,999

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） 15

（平成26年度）

代 表 的 な 手 当 の 名 称

支 給 額 の 多 い 手 当 社 会 福 祉 事 務 従 事 者 手 当

多くの職員に支給されている手当 市 税 事 務 従 事 者 手 当

時間外勤務手当

平成２６年度
支 給 総 額 107,017

職 員 1 人 当 た り 支 給 年 額 333

平成２５年度
支 給 総 額 104,216

職 員 1 人 当 た り 支 給 年 額 324

区　　分 国 の 制 度 と の 異 同 国 の 制 度 と 異 な る 内 容

扶養手当 同 ―

住居手当 同 ―

通勤手当 同 ―

（平成27年度）

区　　　　分 給　　料　　月　　額　　等

給 市 長 956,000

料 副 市 長 766,000

報 議 長 493,000

副 議 長 441,000

酬 議 員 413,000

市 長 月期 1.425
計 3.10 月分

期
末
手
当

副 市 長 月期 1.675

議 長 6 月期 1.425 月分
副 議 長 計 3.10 月分

12 月期 1.675 月分議 員


